
1  グループ理念

　アサヒグループは、 純粋持株会社であるアサヒグループホールディングス株式会社のもと、 日本、

欧州、 オセアニア、 東南アジアを核として主に酒類、 飲料、 食品事業を展開しています。

　グループ理念 「Asahi Group Philosophy （ＡＧＰ）」 に基づき、 未来のステークホルダーから

も信頼されるグループを目指しています。 ＡＧＰは、 Mission、 Vision、 Values、 Principles

で構成され、 グループの使命やありたい姿に加え、 受け継がれてきた大切にする価値観とステーク

ホルダーに対する行動指針 ・ 約束を掲げています。 また、 AGPを補完するコーポレートステート 

メントとして、 「Cheer the Future　～おいしさと楽しさで、 未来を元気に～」 を設定し、 サステナ

ビリティと経営の統合を推進しています。

　各RHQ※及び事業会社が、 ＡＧＰに基づく戦略を策定、 実行していくことにより、 グループ全体で

企業価値の向上に努めています。

※　RHQ ： Regional Headquarters （地域統括会社） を指します。

Ⅱ 経営方針 （対処すべき課題）

Our Vision　アサヒグループのありたい姿 ・ 目指す姿

高付加価値ブランドを核として成長する

“グローカルな価値創造企業”を目指す

Our Values　ミッションを果たし、 ビジョンを実現するための価値観

挑戦と革新　最高の品質　感動の共有

Our Mission　社会における使命 ・ 存在価値

期待を超えるおいしさ、

楽しい生活文化の

創造

Asahi Group Philosophy

Our Principles　ステークホルダーへの行動指針 ・ 約束

すべてのステークホルダーとの共創による企業価値向上

顧　 客： 期待を超える商品・サービスによるお客様満足の追求

社　 員： 会社と個人の成長を両立する企業風土の醸成

社　 会： 事業を通じた持続可能な社会への貢献

取引先： 双方の価値向上に繋がる共創関係の構築

株　 主： 持続的利益成長と株主還元による株式価値の向上
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2  中長期経営方針

　AGPの実践に向けて、 『中長期経営方針』 では、 長期戦略のコンセプトとして 「おいしさと楽しさ

で “変化するWell-being” に応え、 持続可能な社会の実現に貢献する」 ことを掲げています。

　目指す事業ポートフォリオを示すとともに、 サステナビリティと経営の統合、 DX （デジタル ・  

トランスフォーメーション） やR&D （研究開発） といったコア戦略の一層の強化により、 持続的な

成長と全てのステークホルダーとの共創による企業価値向上を目指しています。

（１） 『中長期経営方針』 ： 長期戦略の概要

長期戦略のコンセプト

　おいしさと楽しさで “変化するWell-being” に応え、 持続可能な社会の実現に貢献する

　●　目指す事業ポートフォリオ ： ビールを中心とした既存事業の成長と新規領域の拡大

　 ・ 既存地域でのプレミアム化とグローバルブランドによる成長、 展開エリアの拡大

　 ・ 健康志向などを捉えた周辺領域での成長、 ケイパビリティを活かした新規事業の創出 ・ 育成

　●　コア戦略 ： 持続的成長を実現するためのコア戦略の推進

　 ・ サステナビリティと経営の統合による社会 ・ 事業のプラスインパクトの創出、 社会課題解決

　 ・ DX=BX※と捉え、 ３つの領域 （プロセス、 組織、 ビジネスモデル） でのイノベーションを推進

　 ・ R&D （研究開発） 機能の強化による既存商品価値の向上 ・ 新たな商材や市場の創造

　●　戦略基盤強化 ： 長期戦略を支える経営基盤の強化

　 ・ 目指す事業ポートフォリオの構築やコア戦略を遂行するための人的資本の高度化

　 ・ グループガバナンスの進化による最適な組織体制構築、 ベストプラクティスの共有

※　BX ： ビジネス ・ トランスフォーメーションの略。
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● 酵母・乳酸菌技術等を活用した
新商材、サービスを創出

● 技術に裏付けされた社会課題
解決型ビジネスモデルの構築

● 酒類・飲料事業で有する
技術・ノウハウの活用・融合

● 多様性・健康志向に応える
新たな付加価値提案

エリア拡大

食品飲料

● ケイパビリティを持つ酒類事業を軸に
未進出エリアでの成長機会を拡大

● プレミアム戦略の推進

● グローバルブランドの拡大
新商材

新サービスBAC

酒類
（ビールカテゴリー中心）

※　BAC ： ‌�Beer Adjacent Categoriesの略。 低アルコール飲料やノンアルコールビール、 成人向け清涼飲料などビール
隣接カテゴリーを指します。

グローバル5ブランド 各地域で展開するBAC

（2） 目指す事業ポートフォリオ

　長期戦略における事業ポートフォリオでは、 人々のWell-beingの変化に応えていくなかでの 「リスクと

機会」 を捉え、 ビールを中心とした既存事業の持続的成長に加えて、 その事業基盤を活かした周辺領域や

新規事業 ・ サービスの拡大を目指しています。

　既存事業については、 各地域においてプレミアムカテゴリーへの重点的な資源配分を行ったほか、 最優先

ブランドである 『アサヒスーパードライ』 と 『Peroni Nastro Azzurro』 を中心に販売促進活動を強化し、

５つのグローバルブランド全体で販売数量を前年比8％増加させるなど、 着実に成果を創出しました。

　一方、 新規領域については、 欧州、 オセアニアを中心にノンアルコールカテゴリーの販売数量拡大に 

向けた取り組みを強化したほか、 日本において、 飲み方の多様性を提案する 「スマートドリンキング」 を

推進するなど、 BAC※への投資強化による新市場創出を図りました。 また、 2022年に米国サンフランシスコ

に設立した投資運用会社を通じ、 将来大きく成長する可能性のある魅力的なブランドや、 新たな販売手法・

製造手法につながるテクノロジーを持った米国のスタートアップ企業へのマイノリティ出資や協業により、

新たな成長ドライバーの探索を目指します。

　今後もビールを中心に培ってきたケイパビリティや事業基盤を活かし、 BACや新商材 ・ 新サービスの領域

で成長機会を拡大することで、 最適な事業ポートフォリオを構築していきます。

39



（3） コア戦略　―サステナビリティ戦略―

　「サステナビリティと経営の統合」 を実現させるため、 サステナビリティに取り組む理由、 取り組み

方、 取り組む内容などを示した 「サステナビリティ ・ ストーリー」 を設定しています。 この考え方に

基づき、 グループ一丸となってサステナビリティの推進を強化するとともに、 社内外のステークホル

ダーとのエンゲージメントの向上を進めています。

サステナビリティ ・ ストーリー

未来に引き継いでいく私たちの価値

私たちは世界各地で100年以上にわたり、 自然の恵みと自然の力によって、 数々の 「期待

を超えるおいしさ」 を生み出してきた。 私たちの提供する商品が人と人をつなげ、 コミュ

ニティをつくり、 「楽しい生活文化」 に貢献してきたことは、 私たちの誇りであり、 未来に

引き継いでいくべきプラスの価値だと信じている。

未来に向け変革していくこと

私たちのビジネスが環境や社会全体に及ぼす潜在的な影響を管理する必要があると考えて

いる。 私たちは、 こうした課題に正面から向き合い、 サステナビリティを経営の根幹に置き、

環境や社会にプラスの価値を生むことで事業の持続的な成長へと変革する。

変革のために取り組むこと

より良い未来のため、 脱炭素 ・ 水資源の有効活用などによる持続可能な生態系と循環型

社会の実現、 人と地域のつながりによる強く美しいコミュニティづくり、 アルコール起因の

害が発生しない飲用機会の創造や社会の仕組みづくりなどを、 ステークホルダーと共に

アイデアや技術を出し合い、 実現に向けて推進していく。

未来への宣言

私たちは、 自然 ・ コミュニティ ・ 社会とのより良いつながりを実現し、 「期待を超えるおい

しさ、 楽しい生活文化の創造」 に貢献し続けることで、 かけがえのない未来を元気にして

いく。 より良い未来づくりに向かう我々の意志を 「Cheer the Future」 という言葉に

込め、 様々なアクションにつなげていく。
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　また、 「重点方針」 を定めるとともに、 経営課題として取り組む社会課題の領域として５つの 「マ

テリアリティ」 とその 「取り組みテーマ」 を特定し、 特に経営資源を配分するものを 「重点テーマ」

として設定しています。 「重点テーマ」 における取り組みについては、 テーマごとのグループ全体の

目標を各RHQの目標 ・ 計画にも落とし込み、 進捗管理を行っています。

重点方針

バリューチェーン全体で人々のサステナブルな生活を実現する

バリューチェーン全体のリスク軽減と機会獲得に取り組み、

商品 ・ サービスで事業インパクトと社会インパクトを生み出す

マテリアリティ、 重点 ・ 取り組みテーマ

気候変動への対応

省 エ ネ ル ギ ー ・ 環 境 施 策 を 

実 施 し、 事 業 活 動 に お け る

CO2排出量ゼロを目指します

持続可能な容器包装

環 境 ・ 社 会 に 配 慮 し た 容 器 

包装を推進し、 環境負荷低減

と循環型社会構築への貢献を

目指します

持続可能な農産物原料

農産物原料を枯渇させずに 

安定して確保する仕組みを構築

し、 「自然の恵み」 を次世代に

つなげていきます

持続可能な水資源

水使用量の削減や水リスクの 

把握と排除などを通じて、 「自然

の恵み」 を次世代につなげて

いきます

健康価値の創造

これまでに培った技術や知見を

活用し、人々の健康に貢献します

人と人とのつながりの
創出による持続可能な

コミュニティの実現

人と人とをつなぎ、 活力ある 

コミュニティの実現を目指します

不適切飲酒の撲滅

不適切飲酒の防止、 適正飲酒

の啓発を通じて、 アルコール

起 因 の 課 題 が 減 少 し て い る

社会の実現を目指します

新たな飲用機会の創出
によるアルコール関連

問題の解決

多様な商品や飲み方を提案し、

多様性を受容できる社会の 

実現を目指します

人権の尊重

人権方針を遵守し、 人権リスクの低減を進め、  

持続可能な社会の実現を目指します

： マテリアリティ

： 取り組みテーマ

： 重点テーマ （取り組みテーマのうち、 特に経営資源を配分するもの）
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気候変動への対応

　地球温暖化による異常気象などの気候変動問題は、 「自然の恵み」 を享受して事業を行うアサヒ

グループにとって重要な社会課題です。

　アサヒグループでは、 2050年までにCO2排出量ゼロを目指す 「アサヒカーボンゼロ」 を設定して

います。 「アサヒカーボンゼロ」 の達成に向けて、 再生可能エネルギーの導入拡大などCO2排出量

削減を目指し、 2030年までに500億円以上の投資を実施していく予定です。

　2022年は欧州において、 電力だけでなく熱への取り組みにも着手し、 製造工程において、 再生

可能エネルギーから生成された熱である 「グリーン熱」 の活用を開始するなど、 カーボンニュートラル

を目指した取り組みを強化しました。

　今後もグループ全体における再生可能エネルギーの積極的な活用、 製造工程の見直しによる省

エネ化、 バイオメタンガス燃料電池発電システムなど脱炭素につながる新技術の確立に取り組んで

いきます。

グローバル

目標
・ ‌�2050年 ま で に、 CO2排 出 量 をScope1,2,3に お い て ゼ ロ と し、 カ ー ボ ン 

ニュートラルを実現する

・ ‌�2030年までに、 CO2排出量をScope1,2において70%削減し、 Scope3 

において30％削減する （いずれも2019年比）

グリーン熱の供給契約締結

欧州においてエネルギー供給会社と熱

供給契約を締結し、 再生可能エネルギー

から生成されたグリーン熱の利用を開始

グリーン電力を活用した電気トラック

オセアニアの主力ビールブランドである

『Victoria Bitter』 の配送に電気トラック

を活用
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「気候関連財務情報開示タスクフォース （TCFD）」 提言への取り組み深化

　アサヒグループは、 気候変動によるリスクと機会に関連する事業インパクトの評価及び対応策の

立案が、 持続可能な社会の実現及び事業の持続可能性に不可欠であると認識し、 TCFD提言への

賛同を表明しています。

　アサヒグループは、 主に酒類カテゴリー、 飲料カテゴリー、 食品カテゴリーを展開しており、 シナ

リオ分析については、 最もインパクトのあるビールカテゴリーの分析から開始し、 徐々に分析対象を

拡大しながら、 精緻化 ・ 深化させてきました。 3年目となる2021年は、 2019年、 2020年の 

分析対象に新たに食品カテゴリーを加え、 初めて全カテゴリーでの分析を実施しました。 2022年

以降も引き続き全3カテゴリーについての分析を精緻化し、 深化させていきます。

　事業インパクト評価と対応策 （一部抜粋）

　2021年シナリオ分析の結果、 ①農産物原料の収量減少による原料価格の高騰、 ②炭素税の導入

によるコスト増加、 ③水リスク （水害など） に関するコスト増加の3点が特に大きな影響を及ぼす可

能性があることを認識し、事業インパクト評価を実施して、それぞれ具体的な対応策を導き出しました。

WEB 　アサヒグループ　TCFDレポート

https://www.asahigroup-holdings.com/ir/pdf/annual/2021_tcfd.pdf

①農産物原料の収量減少

による原料価格の高騰

コーヒー関連	 26.6億円

トウモロコシ	 19.7億円

大麦	 4.0億円

(2050年 ・ 4℃シナリオ)

②炭素税の導入

によるコスト増加

◆Scope1,2

2030年	 80.2億円

2050年	 122.3億円

◆Scope３ （容器包装）

2030年	 322.5億円

2050年	 620.1億円

③水リスク （水害など）

に関するコスト増加

◆‌�生産拠点への操業影響 

固定資産 ・ 在庫の毀損 

　17.3億円 

操業停止による機会損失 

　67.2億円

対応策

・ ‌�大麦を農家から直接調達

・ ‌�ホップ農家支援プロジェクト

「FOR HOPS」 の取り組み

推進

・ ‌�原料サプライヤーとの情報

共有

・ ‌�農産物の第三者認証を得た

事業者との取引

対応策

・ ‌�グリーン熱の活用

・ ‌�バイオメタンガス燃料電池

による発電システムの実証

実験

・ ‌�PPA （電力購入契約） に

よる再生可能エネルギーの

導入拡大

・ ‌�電気トラックによる配送

対応策

・ ‌�生産拠点操業リスクへの 

豪雨対策 ・ 設備対策

・ ‌�水使用量の削減、 水リスク

の把握と排除

・ ‌�サプライヤーの水リスク調査

実施

なお、 詳細につきましては、 以下の当社ウェブサイトに掲載しております。
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持続可能な容器包装

　容器包装は商品を提供するうえで品質保持や輸送強度を担保し、 デザインや表示によるコミュニ

ケーション手段としての機能のほか、 使用段階での使いやすさや原料資源の持続可能性が求められ

ています。  一方で、 不適切に廃棄されたプラスチック製の容器包装などは、 海洋汚染や生態系への

影響など喫緊の社会課題となっています。

　アサヒグループは、 容器包装の環境負荷低減を取り組むべき重要な課題であると考え、 グロー

バル目標 「3R+Innovation」 を設定しています。 プラスチック使用量の削減やリサイクル素材の

利用推進、 ラベルレスボトルの拡大展開をするほか、 再生材やバイオマス素材など環境配慮素材の

利活用を進め、環境負荷低減に取り組んでいます。 また、容器包装の素材ごとの業界団体との連携、

サプライヤーとの技術の共同開発にも取り組んでいます。

　2022年はオセアニアにおいて、 競合他社を含む4社の合弁会社において建設したPETリサイクル

工場を本格稼働させるなど、 業界の垣根を越えてプラスチック容器包装の課題に積極的に取り組み

ました。

　今後も目標達成に向けたさまざまな取り組みを推進し、 「持続可能な容器包装」 の実現を目指して

いきます。

グローバル

目標 ・ ‌�2025年までに、 プラスチック容器を100%有効利用※１可能な素材とする

・ ‌�2030年までに、 PETボトルを100％環境配慮素材※２に切り替える

・ ‌�環境配慮新素材の開発 ・ プラスチック容器包装を利用しない販売方法を検討する

PETリサイクル工場の稼働

オセアニアにおいて、 業界の垣根を越えて

リサイクルPETの拡大を推進

ラベルレスボトルの拡大展開

日本において、 ラベルをなくすことでプラ

スチックを削減し、 環境負荷低減を実現。

商品ラインアップや販売チャネルの拡充を予定

※1	 リユース可能、 リサイクル可能、 堆肥化可能、 熱回収可能など。

※2	 リサイクル素材、 バイオマス素材など。
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人と人とのつながりの創出による
持続可能なコミュニティの実現

　経済発展や社会の変化などにより、 地域や共通の価値観に根差した 「つながり」 が、 希薄化する

傾向にあります。 そのような状況下での新型コロナウイルスの世界的な影響は、 人と人との 「つな

がり」 の持つ重要性を浮き彫りにしました。

　長年にわたり地域社会に支えられてきたアサヒグループは、 改めて 「つながり」 を見直して進化さ

せることが重要と考え、マテリアリティ 「コミュニティ」 の活動スローガンを 「RE:CONNECTION」

と設定しました。 2022年には、 アサヒグループの事業活動において重要であり、 コミュニティに

とっても影響の大きい農産業を未来へつなぐために 「持続可能な農産業」 を重点活動とし、 従業員が

地域の社会課題の解決に参画する 「コミュニティ支援活動」 を基本活動とする戦略を構築し、 コミュ

ニティ活動を推進しています。

　また、 世界各地のアサヒグループ従業員を対象とした 「コミュニティ支援活動」 として、 地域環境

の保全を目的とした “RE:CONNECTION for the EARTH” を実施しました。 ６月５日の世界

環境デーに合わせてグローバルで一斉に、 アサヒグループ従業員が地域環境に関わる活動に参画

しました。

　今後もアサヒグループは、 グループの資源 ・ 技術を通じて人と人、 人と地域、 地域と地域の 

「つながり」 を見直して進化させ、 持続可能なコミュニティの実現へ貢献していきます。

グローバル

目標

【重点活動】　持続可能な農産業

・ ‌�ステークホルダーとの 「つながり （共創）」 による農産物生産者のWell-being向上

【基本活動】　コミュニティ支援活動

・ ‌�従業員が地域の社会課題 （食、地域環境、災害支援） の解決に参画し、コミュニティ

とのつながりを強化する

世界各地で 「コミュニティ支援活動」 を実施する従業員

世界環境デーに合わせてグローバルで一斉に、 アサヒグループ 

従業員が地域環境に関わる活動に参画
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不適切飲酒の撲滅　／
新たな飲用機会の創出によるアルコール関連問題の解決

　酒類は日々の暮らしに喜びと潤いをもたらす一方で、 不適切な飲酒などによって、 個人や家庭、

社会にさまざまな問題を起こすこともあります。

　アサヒグループは 「酒類を取り扱う企業グループとしての飲酒に関する基本方針」 に則り、 不適切

飲酒を防止するための活動や適正飲酒の啓発にグローバルに取り組み、 アルコール起因の課題が

減少している社会の実現を目指しています。 また、 多様な商品や飲み方の選択肢を提案し、 多様性

を受容できる社会の実現を目指すとともに、 ノンアルコール ・ 低アルコール飲料※の販売量構成比の

目標を掲げ、 基本方針の実現に向けた取り組みを推進しています。

　2022年はオセアニアにおいて、 『アサヒスーパードライ 3.5％』 を発売しました。 オセアニアでは、

「ミッドストレングス」 と呼ばれるアルコール度数3.5%前後の市場が拡大しており、 アルコール度数

５％の 『アサヒスーパードライ』 の特長はそのままに、 新たな需要拡大を見込み開発された商品です。

また、 ノンアルコールビール 『Peroni Nastro Azzurro 0.0%』 の展開も開始するなど、 各地域

で飲み方の新たな選択肢の提案を進めました。

　今後もグローバルで酒類を取り扱う企業グループとして、 適正飲酒への取り組みを推進し、 酒類

文化の発展に貢献するとともに、 アサヒグループの知見と技術を結集して新たな革新的な商品を 

展開し、 新たな飲用機会を創出していきます。

※　アルコール度数が3.5%以下の商品。

■ 「新たな飲用機会の創出によるアルコール関連問題の解決」 に関する目標

グローバル

目標

・ ‌�2025年までに、 主要な酒類商品に占めるノンアルコール ・ 低アルコール飲料の 

販売量構成比15%以上を達成する

ノンアルコール ・ 低アルコール飲料

各地域でノンアルコール ・ 低アルコール飲料

を積極的に展開し、 新たな選択肢を提案

SUMADORI-BAR SHIBUYA

アルコール度数 0%、 0.5%、 3%の商品

を展開し、 お酒を 「飲まない／飲めない」

人も楽しめる飲み方の多様性を提案

46



人権の尊重

　新型コロナウイルスや気候変動により、 脆弱な立場の人々の人権に対する負の影響がさらに深刻

化し、 企業の人権尊重への取り組みに注目が高まっています。

　アサヒグループは、 自らの事業活動によって影響を受ける人々の人権を尊重することを責務として

認識し、 事業を行ううえで、 個人の人権と多様性 （ダイバーシティ） を尊重し、 差別や、 個人の尊厳

を損なう行為を行わないこと、 強制労働や児童労働を行わないことを 「アサヒグループ人権方針」

のなかで明示しています。 本方針に基づき、 人権デューデリジェンスの確立、 社員 ・ ビジネスパート

ナーなどへの人権尊重の教育の徹底、 人権侵害の被害者に対する救済の仕組みの構築に取り組んで

います。

　直近では、 サプライチェーンにおける取り組みとして、 主要な原材料品目を対象とした 「現代奴隷

リスク分析」 の結果に基づき、 特に深刻度 ・ 影響度が大きいエチオピア ・ タンザニアのコーヒー農園

を対象に人権デューデリジェンスを行いました。 輸入商社等の協力を得て主要な調達経路を確認し

た後、 調査機関によるデスク ・ リサーチや関連するステークホルダーへのインタビュー調査を行い、

潜在的な人権リスクを特定しました。 今後はステークホルダーと協力して人権リスクの低減に向けた

具体的な取り組みを検討し、 負の影響の防止 ・ 軽減を進めていきます。

　人権の尊重を全ての事業活動における基盤とし、 事業活動によって影響を受ける人々への人権 

侵害が生じないように取り組みを推進していきます。

WEB 　アサヒグループ人権方針

https://www.asahigroup-holdings.com/company/policy/humanright.html

なお、 詳細につきましては、 以下の当社ウェブサイトに掲載しております。

アサヒグループ人権方針

アサヒグループ人権方針は、 「Asahi Group Philosophy」、 「アサヒグループ行動規範」

及び 「アサヒグループサステナビリティ基本方針」 に基づいた人権に関する最上位の方針

として、 アサヒグループ全ての事業活動における基盤となるものです。

私たちの人権方針は、 アサヒグループ各社の全ての役員 ・ 社員に適用します。 私たちの事業

活動において人権に対するコミットメントを実現できるようにするために、 サプライヤーを

含む全てのビジネスパートナーの皆様にも、 本方針を理解し、 支持していただくことを期待

しています。

アサヒグループホールディングス株式会社の取締役会が人権に対するコミットメントの遵守 

及びその取り組みの監督責任を担います。

人権方針の構成

人権の尊重
事業活動に関わる

人権課題

人権デューデリジェンス

の実施

苦情処理メカニズム モニタリングと報告教育と研修
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（4） コア戦略　―DX戦略―

　アサヒグループのDXは単なるデジタライゼーションではなく、

生き残りをかけた経営改革であると認識しており、 DX＝BX

と捉え、「ビジネスモデル」 「プロセス」 「組織」 の領域において、

三位一体でイノベーションを推進しています。

DX＝BX
ビジネス

トランスフォーメーション

Process
Innovation

Business
Innovation

組織
Innovation

①ビジネスイノベーション

 　「一人ひとりの “Well-being” とサステナビリティが両立される社会をつくる」 を目指す姿とし、

事業ポートフォリオの成長領域を支えることのできる新たなビジネスモデルを各地域で創出していく

計画です。

取り組みの

方向性

１． パーソナライゼーション

・ ‌�新たな消費者データ、 多様化 ・ 細分化する顧客

ニーズの把握と新しい素材や製法による新ビジ

ネスモデルの開発

２． サステナビリティ

・ ‌�コミュニティ、 不適切飲酒の課題解決

②プロセスイノベーション

 　「“グローカル” の価値を最大化し、 生産性と柔軟性を両立する仕組みをつくる」 を目指す姿とし、

グローカル基盤と柔軟性を持ったシステム基盤の構築により、 生産性を飛躍的に向上させ、 環境負荷

の目標を達成していく計画です。

取り組みの

方向性

１． 生産性を向上するグローカル基盤

・ ‌�グローバル調達プラットフォーム

・ ‌�グローバルデータマネジメント

・ ‌�環境負荷の予測と見える化

２． 柔軟性を持ったシステム基盤

・ ‌�新たなビジネスモデルに対応するEA※1構築

③組織イノベーション

　 「事業イノベーションを実現する次世代型自律分散組織をつくる」 を目指す姿とし、 ビジネス 

イノベーションとプロセスイノベーションを実現するために人材を獲得 ・ 育成し、 組織の機能を強化

していく計画です。

取り組みの

方向性

１． 「デジタルネイティブ組織」 への変革

・ データドリブン※2な判断 ・ 意思決定

２． インキュベーション※3機能の強化

・ ‌�新たなビジネス創出の組織基盤を構築

３． アジャイル※4型働き方の組み込み

４． 上記を実現する人材獲得、 外部連携

※1	‌� 企業全体のシステムを統一的な手法でモデル化し、 業務とシステムの最適化を図る手法。

※2	‌� 得られたデータを総合的に分析し、 未来予測 ・ 意思決定 ・ 企画立案などに役立てること。

※3	‌� 起業及び事業の創出をサポートするサービス ・ 活動。

※4	‌� ソフトウェアの開発において考え出されたより素早い開発を重視する方法。
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（5） コア戦略　―R&D戦略―

　R&D戦略においては、 中長期的な社会環境や競争環境の変化を見据え、 メガトレンドからバック

キャストで導いた未来シナリオとこれまでの研究で蓄積してきた技術 ・ 知見 ・ ノウハウを踏まえ、  

以下の4つを重点領域として位置付け、 新たな価値創造やリスク軽減に向けた商品 ・ 技術開発に取り

組んでいます。 また、 海外を含む拠点間での技術シナジーの醸成、 異分野とのオープンイノベーション

活用による新たな価値創造にも積極的に取り組んでいます。

①アルコール関連

　消費者ニーズの多様化や 「スマートドリンキング」

推進のため、これまで培ってきた酒類と飲料の技術・

知見などを活用し、 アルコール価値代替、 新価値

創造の研究、 BACの優位性構築に向けた商品 ・

技術開発を中心に研究開発を強化しています。

　今後、 市場ポジションの確立やプレゼンスの 

向上に加え、 アルコール関連事業の持続的な成長

への貢献を目指します。  

　アルコールを飲む人と飲まない人の垣根をなく

し、 人と人とのつながりを拡大することにより、

変化するアルコールを取り巻く新しい環境への 

対応を図ります。

変化する価値観に対応した 「新たな価値

創造」 に向け、 研究開発を推進

②ヘルス＆ウェルネス

　身体や心の健康に関する消費者の拡大するニーズ

に対し、 さまざまなタイプのソリューションを提供

することで人々の健康的な生活をサポートして

います。

　長年培ってきた乳酸菌の研究開発力を活用し、

独自性のある機能を有した乳酸菌素材を中心に

健康機能に関する研究を強化し、 新たな価値提案

につなげていきます。

　また、 果汁などの減糖技術の開発や新たな形態

でのサービス開発などを進め、 心身ともにより

好ましい状態へと行動変容を促す新たな価値提案

の強化を目指していきます。

独自性のある機能を有した乳酸菌素材を

中心に健康機能に関する研究を強化

変化する価値観に

対応した

新たな価値創造

アルコール関連

消費者の身体と

心の健康の実現

ヘルス＆ウェルネス

サステナビリティ

実現に向けた環境 ・

気候変動リスクの軽減

サステナビリティ

新規事業につながる

非凡なシーズの開発

新規事業
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③サステナビリティ

　環境 ・ エネルギー分野や副産物利用における世界トップ水準の技術の実装を目指すとともに、  

気候変動に伴う原料コスト影響の最小化を目指し、 サステナビリティ戦略の実効性を高めています。

　環境 ・ エネルギー分野では、 現在、 排水処理から得られるバイオメタンガスを活用し、 燃料電池発

電システムやCO2分離回収装置の実証試験を実施しており、早期の実用化を目指しています。 また、

回収したCO2の有効利用を志向した食品業界初のメタネーション※実証試験にも取り組んでおり、  

将来的には、 グループの工場で発生したCO2を燃料や原料として再利用する 「カーボンリサイクル」

を視野に入れ、 研究開発を加速させています。

　副産物利用では、 製品の製造工程で発生する廃棄物や副産物について、 資源の有効利用や廃棄物

の排出量削減を推進するとともに、 外部機関との連携を含めて、 副産物のアップサイクルなどにも

取り組み、 資源利用率の向上を目指しています。

※ �メタネーション ： 水素とCO2から天然ガスの主成分であるメタンを合成する技術。

④新規事業

　中長期的に目指す事業ポートフォリオの実現に

向けて、 グループ内外、 既存 ・ 新規の技術を

組み合わせるほか、 新たな技術やビジネスモデル

の取り込みも積極的に検討し、 新規事業の創出に

つながる非凡なシーズの開発に取り組んでいます。

また、 これまでの技術的な知見や事業基盤を強み

としたシーズの開発を強化しています。

　今後、 アサヒグループを取り巻く環境の更なる

変化が想定されるなか、 新規事業の開拓に必要

な革新的な外部の技術やこれまでと異なる領域に

おける取り組みを強化するために、 有力なパート

ナーとの協業にも積極的に注力し、 新規技術の

ソーシングを加速していきます。

食品
事業

酒類
事業

飲料
事業

副産物利活用などによる

新規事業創出へ

副産物の利活用などによる事業領域拡大や

新たな事業創出に向けた取り組みを推進

ビール工場排水由来のバイオメタンガスを

活用した燃料電池発電システム

CO2 の 有 効 利 用 を 志 向 し た 

メタネーション装置
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（6） 人的資本の高度化

　戦略基盤強化に向けて、 「ありたい企業風土の醸成」、 「継続的な経営者人材の育成」 及び 「必要

となるケイパビリティ※の獲得」 の3つの取り組みを連携させながら、 競争優位の源泉となる 「人的

資本の高度化」 の実現を目指しています。

※ 戦略を実現するために必要な組織的能力。

①ありたい
企業風土の醸成

③必要となる
ケイパビリティの獲得

②継続的な
経営者人材の育成

人的資本の
高度化

①ありたい企業風土の醸成

　アサヒグループを取り巻く複雑化 ・ 多様化するさまざまな課題の解決に向けて、 これまでとは 

異なる多様な経験や発想が不可欠になっています。 そうした状況なども踏まえ、 2021年に策定した

「ピープルステートメント」 を基に、 “学び、 成長し、 そして共にやり遂げる” 風土醸成の具現化を

図っています。

　また、 従業員一人ひとりが、 違いを認め、 異なる意見やアイデアを大切にすると同時に、 そこから

学び、 多様性と多文化が共存する組織をより強く、 より革新的にしていくために、 「ダイバーシティ、

エクイティ&インクルージョン （DE&I） ステートメント」 を策定し、 コアメッセージとして 「shine 

AS YOU ARE」 を掲げ、 全世界の従業員への浸透を図っています。

WEB 　ピープルステートメント

https://www.asahigroup-holdings.com/company/policy/key_hr_principles.html

なお、 詳細につきましては、 以下の当社ウェブサイトに掲載しております。

ピープルステートメント

学び、成長し、そして共にやり遂げる
Learning, growing, achieving TOGETHER

セーフティ＆ウエルビーイング
Safety and Well-being is our biggest priority

ダイバーシティ、 エクイティ＆インクルージョン
Everyone Matters is our core belief

学習する組織
Growth through Learning individually and collectively

コラボレーション
Better together : Collaboration fuels our growth
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　加えて、 2022年1月にはDE&Iの取り組みをグローバルで推進していくための体制として、 各

RHQのCEOから推薦され、 多様なバックグラウンドを持つ従業員をメンバーとした 「グローバル

DE&Iカウンシル」 を設置するなど、ありたい企業風土の醸成に向けた取り組みを加速させています。

「DE&Iステートメント」 のコアメッセージ 「shine AS YOU ARE」

私たちは、 個性を歓迎し尊重します。

そして、 全ての人が職場、 家庭、 公共の場で、

自由に自分らしさを表現することを応援します。

勇気をもって自分の個性を発揮してください。

誰であろうと、 どんな状況であろうと、 アサヒ

グループでは幸せ、 楽しさ、 成功を得る機会が

公正にあるのですから。

恐れずに声をあげて自分を表現し、 自分らしく

自由に輝いてください。

②継続的な経営者人材の育成

　事業環境の変化するスピードがさらに増すことが想定されるなか、 中長期的に企業価値を高める

ためには、 持続的に経営者人材を輩出できる仕組みを強化し、 経営力の安定的充実を図っていく

必要があります。

　将来の経営環境の変化や 『中長期経営方針』 に基づき、 新たな経営者像を定義し、 取締役会スキル

マトリックスやCEOスキルセットなどの選抜基準を見直すとともに、 グループ経営にとって重要な 

ポジションについても検証 ・ 特定を進めています。

　また、 各RHQを含めて従業員の能力 ・ スキルの評価 ・ 分析を行い、 グループ全体の有能な人材

の可視化を進め、 最適な人材を選抜し、 適材適所の配置や人材育成などを通じて、 これまで以上に

層の厚いリーダー人材のパイプラインを形成していく方針です。

　加えて、 人材育成面においても、 グループ全体と各地域の両側面から人材育成プログラムの更なる

拡充などを進め、 中長期にわたって安定した人材を確保できる体制を強化しています。

③必要となるケイパビリティの獲得

　人的資本の高度化を実現するためには、 現状保有するケイパビリティと必要なケイパビリティの

ギャップを明らかにし、 獲得することが不可欠です。 『中長期経営方針』 における事業ポートフォリオ

戦略、 コア戦略及び戦略基盤強化の観点から必要なケイパビリティを整理したうえで、 グループ内

の適所適材と育成を兼ねたグループ人材の活用や、 外部リソースを利用した専門性に秀でた人材の

獲得を進めています。

　また、 人材育成プログラムの拡充やグループ全体での社内公募制度による積極登用に加え、 各

RHQとのベストプラクティスの共有などを掛け合わせ、 成長戦略を踏まえた人材パイプラインの

強化を図っています。
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■主要指標のガイドライン

３年程度を想定したガイドライン

事業利益 ・ CAGR （年平均成長率） ： 一桁台後半※１

ＥＰＳ （調整後※２） ・ CAGR （年平均成長率） ： 一桁台後半

FCF※３ ・ 年平均2,000億円以上

※１　為替一定ベース
※２　調整後とは、 事業ポートフォリオの再構築や減損損失など一時的な特殊要因を除いたものです。
※3　FCF＝営業CF－投資CF　（M&A等の事業再構築を除く）

■財務方針のガイドライン

2022年以降のガイドライン

成長投資 ・ 債務削減

・ FCFは債務削減へ優先的に充当し、 成長投資への余力を高める

・ Net Debt／EBITDA※１は2024年に3倍程度を目指す
　（劣後債の50％はNet Debtから除いて算出）

株主還元
・ 配当性向※２35％程度を目途とした安定的な増配

　（配当性向は2025年までに40％を目指す）

※１	 Net Debt／EBITDA （EBITDA純有利子負債倍率） ＝ （金融債務－現預金） ／EBITDA
※２	 配当性向は、 親会社の所有者に帰属する当期利益から事業ポートフォリオ再構築及び減損損失などに係る一時的な損益

（税金費用控除後） を控除して算出しております。

（7） 中期的なガイドライン

『中長期経営方針』 の中期的なガイドラインについては、 以下のとおりです。
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3  第100期 （2023年度） の方針

　２023年度は、 原材料 ・ エネルギー価格の高騰やインフレの影響など、 厳しい経営環境が

続くことが想定されますが、 『中長期経営方針』 に基づいて、 既存事業の持続的成長と新たな

成長領域の拡大のほか、 サステナビリティと経営の統合を軸としたコア戦略の一層の強化に 

より、 持続的な成長と企業価値向上を目指します。

　日本においては、 酒類、 飲料、 食品各事業で 「強み」 のある主力ブランドの価値向上を軸に

成長戦略を推進するとともに、 環境変化を捉えた新たな価値提案の強化に取り組みます。 また、

各事業の収益基盤の強化に加え、 事業の枠を超えた日本全体でのシナジーの創出やサステナ

ビリティへの取り組み強化により、 持続的な成長基盤を構築していきます。

　欧州においては、 『アサヒスーパードライ』 や 『Peroni Nastro Azzurro』 などのグローバル

ブランドの拡大展開を加速させるとともに、 ローカルではブランドポートフォリオの競合優位

を発揮し、 プレミアム戦略の強化を推進していきます。 また、 サステナビリティの重点テーマで

ある 「環境」 や 「コミュニティ」 などの取り組みを深化させることにより、 持続可能な成長に

向けた基盤を強化します。

　オセアニアにおいては、 酒類、 飲料事業におけるプレミアム戦略の強化に加え、 各事業の

強みを融合したマルチビバレッジ戦略の推進や統合シナジーの創出などにより、 収益基盤の

更なる強化を図ります。 また、健康やウェルネスを意識した新たな商品やサービスの提案など、

サステナビリティを重視した取り組みを推進していきます。

　東南アジアにおいては、 主力ブランドへの選択と集中の加速や各販売チャネルとの関係強化

などにより、 マレーシアを中心に各展開国における事業ポートフォリオの再構築を図ります。  

また、 環境や貧困などの社会課題に対する取り組みや人材育成などの強化を通じて、 持続的な

成長基盤の確立を推進していきます。

　これらの取り組みにより、 2023年度の売上収益は2兆6,900億円、 事業利益は2,450億円、

営業利益は2,270億円、 親会社の所有者に帰属する当期利益は1,575億円 （調整後親会社

の所有者に帰属する当期利益は1,575億円） を見込んでおります。

　株主の皆様におかれましては、 何卒一層のご指導、 ご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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